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ドイツ連邦制改革と EU法
―環境分野の権限に関するドイツ基本法改正を中心に―
中 西 優美子
Ⅰ．はじめに
２００６年９月にドイツでは，第２次世界大戦後初めてと言われるほど大き
な連邦制改革（Föderalismusreform）がなされた１。これは，キリスト教
民主同盟（CDU）とキリスト教社会同盟（CSU）並びに社会民主党（SPD）
の大連立政権の下，実現された。
ドイツ基本法（憲法）は，制定以来何度も改正を経験してきている。し
かし，基本法７９条３項が，「この基本法の改正によって，連邦の諸州への
編成，立法に際しての諸州の原則的協力，または，第１条及び第２０条にう
たわれている基本原則に触れることは，許されない」と定めているため，
基本法の改正には限界があると解されている２。これにより，連邦制度を
廃止することは同条に反し，許容されないと理解されている。それゆえ，
連邦制度を維持することを前提として，連邦制改革が議論され，改革のた
めの法律が制定された。
最近の基本法改正の傾向として挙げられるのは，州の権限強化であった。
１９９２年１２月２１日の第３８回改正法律によって基本法２３条が改正されたが，こ
れは EUの諸原則を定めると同時に，ヨーロッパ事項に関する連邦参議院
の役割を基本法上保障するものであった３。このことは，ドイツが州に属
する権限を含め幅広い権限を EUに移譲したことの代替として，EUにお
いて州の利益が考慮されるように改正がなされたことを意味する。ま
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た，１９９４年の第４２回改正においても，州の権限強化がはかられた４。もっ
ともこれまでの基本法の改正により州の連邦参議院を通じた連邦立法への
関与権が増加したものの，州の立法権限が実質上格段に強化された訳では
ない５。それゆえ，連邦側から見てもまた州側から見ても不満の残るもの
になっていた。
今回の連邦制改革では，連邦制度から生じているを弊害を少なくするこ
とが目的にされた。州が取り扱うべき事項は，州に立法権限をもどし，連
邦が取り扱うべき事項は，連邦参議院の関与なく，連邦議会のみで扱うと
いうように，連邦にも州にもどちらにとっても権限の喪失にならず，双方
にとって実質的な立法権限が増えるようにする，という権限配分の再検討
がおこなわれた。
その検討の際には，同時に，ドイツにおける意思決定の迅速化をもたら
すべきということも念頭に置かれていた。これは，特に，「ヨーロッパ仕
様（Europatauglichkeit）」の連邦制あるいは「ヨーロッパ適合能力（Europa-
fähigkeit）」を有する連邦制にする目的と密接に関係する。「ヨーロッパ仕
様」あるいは「ヨーロッパ適合能力」とは，EUの制度にドイツが効果的
に適応できるようにするということを意味する。現在，ドイツ連邦議会で
制定される法律の半分以上が EU法に関連するという状況である。この状
況の下，ドイツは EU法の一形態である指令（命令）の国内法化において
大きな問題を抱えている。
このように，今回の連邦制改革では，ドイツが EU法に対してより効果
的に対処できるようにすることに重点の一つが置かれていた。そこで，本
稿では，ドイツ連邦制改革を EU法との関連で検討していくことにする。
その際，EC指令の国内法化に最も問題を抱えている分野が環境分野であ
ることから，また，EU法における環境に関する権限とドイツにおける環
境に関する権限を対比させるために，環境分野の権限を検討対象の中心に
する。検討順序としては，まず，EU法に関連してドイツが抱える問題点
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を明らかにする。次に，連邦制改革のための基本法改正法律と関連法律を
連邦議会の立法理由書を素材に検討する。その上で，改正連邦法律につい
て評価および問題点の指摘をしたいと考える。最後に，EU法とドイツ基
本法改正の関係について意見を述べることにする。現在連邦と州の財政に
関する連邦制改革議論（Föderalismusreform Ⅱ）が進行しているが，そ
れは，本稿の検討対象とはしない。
Ⅱ．ドイツ連邦制の弊害と連邦制改革の必要性
ドイツは，EUの構成国の一つである。EU法は，EU条約，EC条約並
びに EC立法（規則，指令，決定）などを通じて，構成国であるドイツに
義務を課す。ドイツは，EU法により課される義務を履行するのに大きな
問題を抱えてきた。また，ドイツは理事会を通じて，ドイツの利益を主張
するが，効果的な主張ができないという問題も生じていた。
具体的には，以下の問題が挙げられうる。①指令（命令）の国内法化・
国内実施，②理事会における代表主体，③ EC条約違反に伴う罰金，④安
定成長協定違反に伴う罰金，⑤統一環境法典化の難しさである。
１．指令の国内法化・国内実施
第１の問題は，EC指令の国内法化・国内実施である。指令は，「達成
すべき結果について，これが向けられたすべての構成国を拘束するが，方
法および手段の選定については構成国の機関の権限に任せる」（EC条約
２４９条）と定められている。指令は，規則とは異なり，原則的に直接適用
されず，一定の条件の下でのみ直接効果が認められている６。指令は，発
効するものの，そのままでは適用されず，国内法あるいは国内措置に置き
換えられて適用される。これを指令の国内法化または国内実施（Umsetzung
der Richtlinien）という。
ドイツでは，指令の国内法化・国内実施に問題をもっている。指令には，
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通常国内法化・国内実施の期限が設定され，期限内に履行することが要請
される。しかし，ドイツにおいては，指令の国内法化・国内実施に時間が
かかってしまい，それが EC条約違反となる状況が生じている７。これは，
立法権限が連邦と州に配分されているため，規定事項によっては，連邦法
律のみの制定では指令の国内法化にはならず，州法律の制定が必要な場合
がでてくることによる。また，大綱的立法（Rahmengesetz）８というもの
が存在し，制度的に連邦と州の両方の立法を必要とした。すなわち，連邦
が枠組を設定し，詳細を州が定める仕組みになっていた。従って，連邦が
立法を採択してはじめて州が詳細を実際に決定するために必然的に州の立
法に時間がかかることになってしまい，この仕組み自体が指令の国内法化
・国内実施を長期化させる原因となっていると批判されてきた９。
指令の国内法化・国内実施が困難であった例を２つ挙げることにする。
水政策の分野における共同体行動の枠組を設定する指令（２０００／６０／
EC）１０指令は，２０００年１２月２２日に発効した。同指令の国内法化の期限は２００３
年１２月２２日であった（同指令２４条）。期限の経過後，２００５年２月１１日，欧
州委員会は，ドイツに対する訴えを EC条約２２６条に定められる条約違反
手続に基づき，欧州司法裁判所に提起した１１。同裁判所は，２００５年１２月１５
日に，欧州委員会の，Berlin，Hessen，Mecklenburg-Vorpommern，Nordrhein
-Westfahlenおよび Sachsen-Anhaltの５州において指令の国内法化がなさ
れていないとする主張を認め，ドイツによる条約違反を確定する判決を下
した１２。同指令の国内法化に当たっては，連邦及び州を含め，３０を超える
数の法律の制定あるいは改正がなされた１３。他方，同指令の国内法化には，
デンマークは２つの法律のみを必要とした１４。指令の規定事項によって，
必要とされる法律の制定や修正の数や異なるが，ドイツは連邦制のために
国内法化にかかる時間が長くなる傾向がある。
自然生息地および野生動植物の保護に関する指令（９２／４３／EEC）
は，１９９２年に採択された１５。指令の公表から２年以内に構成国は指令の国
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内法化に必要な措置をとることが定められた（同指令２３条）。ドイツは，１９９８
年９月２１日の自然保護および景観保護法律により国内法化し，それが２００２
年３月２５日の自然保護および景観保護法律に置き換わった。欧州委員会は，
この法律では適切に指令が国内法化されたことにはならないとして，欧州
司法裁判所に訴え，裁判所はこの主張を認めた１６。
欧州委員会が公表している統計によれば，ドイツは，EU２５構成国のう
ち，条約違反国のワースト５あたりに位置している１７。上に挙げた問題は，
権限が連邦と州に配分されているため，連邦法律と州の法律の両方を必要
とすることになり国内法化・国内実施が長期化するという問題であった。
さらに，別の問題も生じていた。すなわち，連邦法律の制定の際に，州の
代表機関である連邦参議院の同意を必要とする連邦法律の割合が連邦法律
の約６０％を占めるまで増えてきていたという問題である１８。連邦参議院の
同意を必要とする法律では，連邦議会による単独議決では決められず，よ
り採択に時間がかかる結果になっていた。
２．理事会における州の代表
第２の問題は，理事会における代表の問題である。理事会は，構成国代
表から構成される（EC条約２０３条）。首脳理事会や欧州理事会においては，
EU構成国の国家の元首または政府の長が各構成国から国を代表して，参
加する。通常の EU理事会は，閣僚理事会とも称されるように，案件に応
じて，各構成国から閣僚級が参加することになっている１９。
１９５１年に ECSCが設立されたときには，加盟国はドイツを含め，６カ
国であった。しかし，２００７年現在，EUの加盟国数が２７カ国に拡大してい
る。ドイツは，フランスと並び，EUの中心の国としての役割を果たして
きたが，加盟国数が増えるにつれて，EUにおける意思決定に及ぼせる影
響力が相対的に縮小してきている。
１９９２年のドイツ基本法改正により，「諸州の専属的立法権２０が重要な点に
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おいて関わっているときは，欧州連合の一員としてのドイツ連邦共和国に
帰属している諸権利の主張は，連邦から連邦参議院の指定する諸州の代表
に委譲されるものとする」と，基本法２３条６項に定められた。よって，州
の専属的立法権に関わる事項においては，連邦の大臣ではなく，州の代表
が理事会の構成員となることになった。これに対して，ドイツの利益が効
率的に反映されにくくなっているとの問題点が指摘されていた。理事会は，
EUにおける重要な意思決定機関であるが，そこでは交渉が大きな役割を
果たす。連邦は州の専属的立法に属する事項については決定権を有さない
ため，複数の案件を一括して交渉するときに自由がきかず不利になるとの
指摘がされてきた２１。また，共同体機関においてドイツの利益を代表させ
るのは連邦のみにさせ，国内においては州との協力関係を強化すべきとい
う意見もだされた２２。
３．EC条約２２８条２項による罰金支払い
第１の問題では，指令の国内法化・国内実施が長期化することであった
が，それに関連して，第３の問題が浮上する。指令の国内法化・国内実施
が長期化する，あるいは，適切に国内法化・国内実施されない場合，欧州
委員会は EC条約２２６条に定められた条約違反手続きに基づき，当該構成
国を欧州司法裁判所において提訴する２３。欧州司法裁判所が条約違反を確
定する判決を下した後も，当該構成国が指令を国内法化・国内実施してい
ないあるいは適切に国内法化・国内実施していない場合，欧州委員会は
EC条約２２８条２項に定められた判決履行違反手続きに基づき，再度欧州
司法裁判所に提訴する。裁判所が当該構成国の判決違反を認める場合，欧
州司法裁判所は一括金または強制金，あるいは一括金と強制金の両方の支
払いを当該構成国に課す２４。換言すれば，構成国は，判決履行違反に対し，
罰金を支払わなければならない。
これまで欧州委員会は，ドイツに対して，EC条約２２８条に基づく判決
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履行違反手続きを数回開始した。しかしこれまでのところ，欧州司法裁判
所が判決を下す前に，履行がかろうじてなされ，提訴が取り下げられてき
た。しかし，一括金及び強制金の額に関し，抑止力を持たせるために，国
の経済力を加味した国別係数が設定され，ドイツの国別係数は EU構成国
の中で最も高い数値になっており，判決違反が認定されることはドイツに
とっては看過できない問題となっていた２５。連邦政府は，EUの強制金に
関して報告書を提出した２６。その中で，具体的に EC条約２２８条２項に基づ
き強制金賦課手続きにかけられた３件が提示された２７。一つは，野鳥に関
する指令（７９／４０９）の事件 C-１２１／９７，２番目は，飲料水に関する指令
（７５／４４０／EEC）の事件 C-１２２／９７，３番目が環境影響評価に関する指令
（８５／３３７／EEC）の事件 C-４１／０１である。
第１の問題の箇所で前述した例では，連邦ではなく，５つの州における
指令の国内法化・国内実施が遅れていた。EU法上では，たとえ，連邦あ
るいはいくつかの州で履行がなされていたとしても，１つの州において履
行がなされていなければ，構成国ドイツの責任となり，連邦は責任逃れで
きない。これに関連して，従来からの議論の中で指摘されていたのは，一
括金または強制金あるいはその両方が課された場合，ドイツ基本法には規
定がないため，連邦と州のどちらがどの程度の財政的な負担をするのかを
明確にすべきであるという点であった２８。
４．安定成長協定
第４の問題は，第３の問題と類似するが，指令の国内法化・国内実施で
はなくて，EC条約そのものからくる条約違反の問題である。新しく加盟
した東欧諸国の大半（スロベニアを除く）は，欧州経済通貨同盟にまだ加
入していないが，ドイツを初めとして，従来からの EU構成国のほとんど
（イギリス，デンマーク，スウェーデンは除く）は単一通貨を２００２年１月
からユーロを自国通貨に替えて導入した。欧州経済通貨同盟に入るために
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は，インフレ率，財政赤字，為替変動率，物価安定など満たすべき基準が
設定されており，それらをすべて満たさなければならないとされている。
さらに，経済通貨同盟に参加した後も財政赤字を GDPの３％以内にすべ
きという安定成長協定を遵守しなければならない。
２００３年に，欧州委員会は，ドイツとフランスが安定成長協定に違反した
と判断し，理事会に是正措置を求めた。しかし，欧州委員会の勧告にもか
かわらずに，理事会が警告を発しなかったために，欧州委員会が欧州司法
裁判所に理事会を訴えるという事件が起こった２９。安定成長協定に違反し
た場合は，EUが制裁金を課すことになっている。前回は，一種の政治的
決着により制裁金が課されず，その後，ドイツとフランスの経済が好転し
たため，違反状況が解消されることになった。しかし，今後もこのような
政治的決着がつけられるということは，欧州司法裁判所の判決が下された
こともあり，難しい状況である。財政赤字が州に起因し，制裁金が課され
る場合に，第３の問題と同じく，誰が支払うのかということが不明確であ
ることが指摘されていた。
５．環境法典
第５の問題は，環境に関する連邦と州の権限配分にかかわる。ドイツ基
本法においては，民法，刑法，経済法などに対して包括的な統一法の制定
を可能にする競合的立法権限が連邦に付与されている。他方，環境に対し
ては，「環境の法」という権限は付与されておらず，環境に関する権限が
いくつもの項目に分散されていた。さらに，その権限の分散が同じレベル，
すなわち，競合的立法権限の中で分散されているのではなく，競合的立法
権限に属するものあれば，大綱的立法権限に属するものもあるという状況
であった。それゆえ，環境事項をどの権限に属させるかを決定すること自
体が争いとなった３０。また，大綱的立法権限に属する事項については，統
一的な環境法典を制定することが困難であるとされた３１。
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第１の問題ともかかわるが，EU法上条約違反手続きに服している対象
のトップは，環境分野であり，約２０％を占めている３２。さらに，欧州司法
裁判所に条約違反で付託された事件対象のトップが環境分野で，約３０％を
占めている３３。また，ドイツ国内において環境立法の約８０％という核を占
めているのが EU法から要請される基準であると指摘されている３４。それ
ゆえ，特に環境分野における連邦と州の権限配分の改善が望まれた。
以上のようなドイツ連邦制から生じる弊害に対し，連邦制をヨーロッパ
仕様，すなわち，EU法により適合する形にすべきという考え方が浸透し
てきた。
．連邦制改革のための基本法改正
１．連邦制改革のための基本法改正に至る経緯
連邦制度の改革の必要性は，以前から指摘されていたが，具体的な動き
としては，以下のように進んだ。まず，２００３年１０月１６日および１７日の決定
により連邦国家秩序の現代化のための連邦議会および連邦参議院の共通委
員会が設置された３５。同委員会の任務は，連邦と州の行動・決定能力を改
善し，政治的な責任をより明確にし，任務遂行の合目的性と効果を向上さ
せるためにドイツにおける連邦国家秩序の現代化のための提案をすること
とされた３６。同委員会では，連邦と州の立法権限の配分，連邦の立法に当
たっての州の管轄権と関与権，連邦と州の間の財政関係の３点が重点的に
検討されるものとされた３７。さらに，検討の際には，EUのさらなる発展
が考慮に入れられるべきものとされた３８。このように基本法改正の重要な
観点の一つがヨーロッパに適合可能にすることとされた３９。しかし，同委
員会は，共通提案に合意することができず，２００４年１２月１７日に法律改正案
を決定することなく，任務を終了した４０。ただ，２００４年１２月１３日付けで提
案のための草案がMünteferingと Stoiberから出された４１。
ドイツ連邦制改革と EU法 181
その後，２００５年１１月１１日，CDUと CSU並びに SPDからなる大連立は，
連立協定（Koalitionsvertrag）において，前述したMünteferingと Stoiber
を中心とした，連邦議会と連邦参議院の連邦制改革における準備作業を基
礎にした連邦国家秩序の現代化に合意した４２。連立合意の付属書では，連
邦制改革に関する連立作業グループの結果として，交渉の成果が具体的な
基本法改正提案の形でまとめられた４３。
この付属書を基礎に，２００６年３月７日に連邦制改革のための基本法改正
法案４４がだされ，また，連邦改革に伴う法律案４５が起草された。基本法改正
法案は，２００６年６月３０日に，連邦議会でほぼ全会一致で可決され，２００６年
７月７日に，連邦参議院では，１６州のうち，Mecklenburg-Vorpommern
州の反対と Schleswig-Holstein州の棄権を除いた，１４州の同意により，可
決された。基本法改正法律と連邦改革に伴う法律は，２００６年９月１日に発
効した４６。連邦と州の間の財政関係については連邦制改革Ⅱとして別に取
り扱われることになった。
２．ヨーロッパ適合能力と基本法改正および関連法律の改正
連邦首相と州政府の長が２００５年１２月１４日の決定で合意した内容の一つと
して，「対外代表の新規定並びに安定成長協定，およびに，超国家法の遵
守に対する責任に対する規定による，基本法のヨーロッパ適合性の強化」
が挙げられた４７。さらに，ドイツ基本法改正のための立法理由書の中で，
ドイツにおける効果的な連邦国家秩序の目標は，EUとの関係においても，
連邦と州の管轄権の範囲および財政責任の範囲をより明確に境界づけるこ
とであると述べられた４８。このように，今回の基本法改正に当たっては，
ヨーロッパ適合性問題が意識されていた。
以下において，改正された基本法条文および関連法律の中で EU法に関
連するものについて，連邦議会の立法理由書を参考にして，解説していく
ことにする。
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（１）基本法２３条６項１文の変更
「諸州の専属的立法権が重要な点において学校教育，文化あるいは放送
の分野に関わっているときは，欧州連合の構成国としてのドイツ連邦共和
国に帰属している諸権利の主張は，連邦から連邦参議院の指定する諸州の
代表に委譲される。」
旧条文では，「諸権利の主張は，…代表に委譲されるものとする（soll）」
と定められていたのに対し，新条文では，「諸権利の主張は，…代表に委
譲される（wird）」となり，より断定的な文言に変更された。また，諸州
の専属的立法権の分野は，学校教育，文化および放送に限定されないが，
州の代表が理事会においてドイツ代表として行動できるのは，これら３つ
の分野に限定されることになった４９。換言すれば，州の専属的立法権に属
する分野であっても，これら以外の分野については連邦の代表に諸権利が
帰属することになった。
この基本法２３条６項１文に関しては，連邦制改革にあわせて改正された，
EU事務における連邦と州の協力に関する法律（EUBLG）６条３項が，
より詳細に州の参加手続について定めている。
「重点において学校教育，文化あるいは放送の分野における州の専属的
立法権限がかかわる場合，連邦政府は委員会および理事会の協議小委員会
並びに閣僚理事会の会議における交渉遂行権を州の代表に委譲する。この
理事会会議に対し，連邦参議院により，閣僚級の州政府の構成員が任命さ
れる。州の代表による権利行使は，連邦政府代表の参加の下かつその合意
の下でなされる。変化していく交渉状況を顧慮して，連邦政府代表との交
渉立場の調整が，内部の意思形成に当てはまる規則と基準に応じてなされ
る。連邦参議院は，閣僚理事会の会議において，重点において学校教育，
文化あるいは放送の分野以外の，州の専属的立法権限にかかわる行為が取
り扱われる際，連邦政府代表との調整をした上で，意見を述べる権限のあ
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る，閣僚級の州政府の構成員を州の代表として任命することができる。事
項が州の専属的立法権限にかかわるが，重点において学校教育，文化，あ
るいは，放送の分野にかかわらない場合，連邦政府が，委員会および理事
会の協議小委員会並びに閣僚理事会の会議の際には州の代表と調整して交
渉を行う。」と。
EUZBLG６条は，連邦政府が州の代表に権限を委譲する際の前提条件，
並びに，州の専属的立法権限の分野ではあるが，学校教育，文化あるいは
放送にかかわる分野ではない事柄が議論の対象となるときの州代表の参加
方法を定めている５０。学校教育，文化あるいは放送にかかわる州の専属的
立法権限の場合であっても，連邦政府の代表が会議に参加することにより，
交渉議題が複数にわたったとしても，他の構成国との交渉に随時に臨むこ
とができるように工夫がされている。また，逆に，学校教育，文化あるい
は放送にかかわらない州の専属的立法分野において州は代表権を失うこと
になったが，EUZBLG６条において，「州の代表と調整して（in Abstimmung
mit dem Vertreter der Länder）」と定められているため，それほど大きな
州の影響力の低下にはならないと考えられている５１。
（２）基本法５２条３aの変更
「EUの事務のために，連邦参議院は，欧州連合専門部会を形成するこ
とができ，その議決，これを連邦参議院の議決とみなす。統一的に投じる
州の票数は，５１条２項によって定められる。」
旧条文は，「５１条２項および３項２文はこれを準用する」と定められて
いたのが，５１条３項２文が削られ，５１条２項によって定められることにな
った５２。５１条３項２文は，表決が出席議員またはその代理人よってのみ，
行うことができると定めているため，専門部会会議を開催して，そこで決
定がなされなければならなかったが，この条文が削除されたことにより，
書面手続きによっても決定を行うことが可能になった５３。これにより，決
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定の迅速化・合理化につながると考えられる。
（３）基本法７２条２項の変更
「７４条１項番号４，７，１１，１３，１５，１９a，２０，２２，２５および２６の分野に
おいては，連邦は，連邦領域での均一な生活関係をつくり出し，または，
国家全体の利益のための法的もしくは経済的統一を維持するために，連邦
法律による規律を必要とするときは，立法権を有する。」
これは，連邦が立法権限を有しうるか否かの必須性基準（Erforder-
lichkeit）を定める条文である。これまで，連邦憲法裁判所が州の立法権
限を擁護する形で厳格に解釈し，連邦の競合的権限が認められにくい傾向
にあることが指摘されてきたが５４，内容上の変更は加えられなかった。変
更されたのは，列挙されている，７４条１項番号４，７，１１，１３，１５，１９
a，２０，２２，２５および２６以外の番号に定められた分野に対しては，連邦が
立法しようとする際に，必須性基準に服さずにすむことになった点である５５。
すなわち，列挙されていない分野については，必須性基準の審査が免除さ
れることになった。
（４）基本法７２条３項の追加
「連邦が立法権限を行使した場合，州は法律によりここから逸脱する規
定を以下の事項について採択することができる。
１．狩猟（狩猟許可証を除く）
２．自然保護および景観保護（自然保護の一般原則，種の保護あるいは海
洋保護法を除く）
３．土地の分配
４．地域開発計画
５．水資源管理（成分あるいは施設に関する規定は除く）
６．大学入学許可と大学修了
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連合参議院との同意を得て別段の旨を定めない限り，これらの分野にお
ける連邦法律は，公布後早ければ６ヵ月後に効力を生ずる。１文の分野に
おいては，連邦法と州法との関係においては，そのつど後法が優位する。」
逸脱立法
この条項は，基本法改正により新たに追加された。連邦議会の立法理由
書では，以下のように述べられている。この条項は，大綱的立法権限の廃
止に伴い競合的立法に移行したある一定の事項については，州に連邦法律
から逸脱する規定を採択することを認めたものである５６。旧基本法７５条に
定められていた環境に関連する事項並びに大学の入学許可および修了事項
の競合的立法への移行により，連邦は，これまで枠組しか規定できなかっ
た事項について，包括的制定（Vollregelung）の可能性を与えられること
になったと５７。また，そのことで，連邦は，EU法の統一的な国内法化・
国内実施が可能になるとの解説がつけられている５８。
他方，この条文の追加により，州は，列挙された分野において，連邦の
規定から逸脱して，独自のコンセプトを実現し，差異のある構造的前提と
諸条件に対応する可能性を得たことになると。また，この可能性を行使す
るか否か，逸脱なしに連邦法律の規定を適用するか否かは，個々の州立法
者の政治的な決定に服すことになると５９。ただその際，州は，連邦と同じ
く，逸脱立法に当たっては，憲法，国際法およびヨーロッパ法の基準に拘
束されることになるとされている６０。
逸脱が排除される事項
また，基本法７２条３項１文において，州の逸脱規定が可能とされる事項
においても，ある一定の部分に対しては州の逸脱は排除されることになっ
た６１。例えば，自然保護の原則，種の保護法あるいは海洋保護法にかかわ
る限り，州は，自然保護に関する逸脱規定を採択することができない。も
っとも，連邦議会の提案では，「自然保護の原則（die Grundsätze des Natur-
schutzes）を…除く」となっていたが，連邦参議院の修正提案が採用され
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て，「自然保護の一般原則（die allgemeinen Grundsätze des Natur-
schutzes）を…除く」と変更された６２。立法理由書においては，次のよう
に説明されている６３。自然保護の原則を逸脱規定から除外することによっ
て，自然保護に対する権限が，より一般的な形で連邦レベルで拘束力をも
つ，自然保護，特に生物多様性の維持および自然管理（Naturhaushalt）
の機能性に対する原則の確定を連邦に可能にすると。他方，そこには，景
観計画，保護領域の指定に対する具体的な前提条件と内容，農業，森林業
に対する専門的実施並びに自然保護団体の参加などはその範疇には入らな
いと。また，水資源管理に関して，「成分または施設に関連する規定」に
対しても州の逸脱は認められていない。これにより，このような分野につ
いては，ヨーロッパ法上も統一的に規範化されうることになる。
発効
基本法７２条３項２文に従い，７２条３項１号から６号に列挙されている分
野においては，州が連邦法から逸脱する州法を保持するのかあるいは採択
するのか，また，その場合どの程度逸脱するのかについて，立法決定によ
って確定する機会を州に与えるために，連邦法律は，その公布から６ヶ月
後になって初めて発効する。急を要する場合（例えば EC法の国内法化の
期限の到来など），連邦参議院の３分の２が賛成すれば，より早い発効と
なる可能性があるとされている６４。
連邦法と州法の関係
新しい事項の分野における連邦法と州法との関係は７２条２項３文におい
て明確に定められている。連邦法から逸脱する州法律は，関係する州の分
野に対する連邦法を無効にするのではなく，もっぱら適用優位性（An-
wendungsvorrang）を有することになる６５。よって，逸脱する州法が廃止
された場合には，再び自動的に連邦法が有効となる。また，EUの法行為
を連邦レベルで国内法化するために連邦が新しい法律を制定する場合は，
新しい連邦法律が既存の州法に優位することになる。同３文は，基本法３１
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条の原則「連邦法は州法を破る」の例外となり，他方「後法は前法を破る」
の原則が連邦法と州法の法的関係に当てはまることになる。
（５）基本法７５条の削除
大綱的立法のカテゴリーの廃止によって，基本法７５条が削除された。旧
７５条で規定されていた事項の大半は競合的権限に移行され，州による逸脱
の道が開かれた６６。
（６）基本法８４条１項の変更
「州がその固有の事務として連邦法律を執行するときは，州は，官庁の
組織および行政手続について規定する。連邦法律が特別に定める場合は，
州は，そこから逸脱する規定を採択することができる。連邦参議院の合意
を得た連邦法律に特別の定めのある場合を除いては，州が２文に基づき逸
脱規定を採択した場合は，この州においては，これに関係する官庁の組織
および行政手続に関する後の連邦法律の規定は，その公布後早くて６ヶ月
後に効力を生ずる。７２条３項３文が準用される。例外的な場合は，連邦は，
連邦統一的な規定が特別に必要なために逸脱可能性を与えることなく州に
対する行政手続を定めることができる。この法律は，連邦参議院の同意を
必要とする。連邦法律によって市長村および市長村組合に任務を委譲して
はならない。」
逸脱立法権の付与と同意要請法律の回避
旧基本法８４条１項では，「州がその固有の事務として連邦法律を執行す
るときは，州は，連邦参議院の同意を得た連邦法律に特別の定めのある場
合を除いて，官庁の組織および行政手続について規定する」と定められて
いた。旧条文では，連邦が定める場合は，連邦参議院の同意が必要とされ，
それが連邦制の弊害，立法の封鎖となっていて，改革が求められていた６７。
今回の基本法８４条１項の改正により，連邦参議院の同意は必要ではなくな
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り，代わりに，州には連邦法律からの逸脱立法権が認められることになっ
た。これにより，同意要請法律の割合が約６０％から約３５～４０％に減少し，
その結果，連邦レベルでのより大きな行動可能性を創出し，決定過程を加
速化することになると見込まれている６８。今後連邦法律において（－連邦
参議院の同意を必要とすることなく－）州の官庁の組織および行政手続が
定められる。しかし，州はそこから州法律を制定することによって逸脱す
ることができる６９。
発効
基本法７２条３項３文が準用されるため，ここでは，基本法７２条３項３文
の場合と同じく，州が連邦法から逸脱する州法を保持するのかあるいは採
択するのか，また，その場合どの程度逸脱するのかについて，立法決定に
よって確定する機会を州に与えるために，連邦法律は，その公布から６ヶ
月後になって初めて発効する。
逸脱可能性の排除と統一環境手続法
基本法８４条１項４文に従い，連邦統一的な規定が特別に必要であるとい
う例外的な場合にのみ州に逸脱可能性を与えることなく連邦法律は州の行
政手続を定めることができる。同項４文に定められる例外的な場合におい
ては，連邦法律が同項５文に基づき連邦参議院の同意を必要とする手続規
定を含むことによって，州の利益に対し考慮がなされることになる。
何が例外を形成するかについては，連邦議会の立法理由書において，２００５
年１１月１８日の連立協定が引用され，「連邦と州の間に，環境手続法の規定
は原則的に基本法８４条１項３文（現４文）の意味における例外を形成する
という，合意が存在する」と，説明されている７０。
さらに，立法理由書から，統一環境法制定が意識されて，基本法８４条１
項が改正されていることを読み取ることができる。立法理由書では，次の
ように書かれている７１。施設の計画，許可および監視への要請は，経済に
関連する環境法の核となる分野を形成する。これは，実質的のみならず，
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手続に関する要請にも当てはまる。基本法７２条３項と８４条１項４文の並行
適用により，連邦に，特に，環境法上の許可手続の際の単純化を行う可能
性が開かれることになると。
（７）基本法１０４a条６項の追加
「連邦と州は，国内の管轄権および任務の配分に従い，超国家または国
際法上の義務違反の責任を負う。EUによる複数の州にまたがる財政健全
化（Finanzkorrekturen）の場合には，連邦と州は，この責任を１５対８５の
割合で負う。この場合，州の総責任の３５％を一般的な分配基準（allgemeinen
Schlüssel）に応じつつ，州全体で連帯して負う。責任を引き起こした諸
州が総責任の５０％を獲得した財源額に応じて負う。詳細は，連邦参議院の
同意を必要とする連邦法律によって，これを定める。」
ドイツ基本法１０４a条６項は，超国家または国際法上の義務違反に対し
国際機関の財政負荷を伴う決定がだされた場合における，責任負担に関す
る連邦と州間の従来から争いのあった点を明確にするものである７２。例え
ば，EUによる強制金または一括金の賦課，EU財源の瑕疵のある支出を
根拠とした EUによる財政健全化要請，あるいは，欧州人権裁判所による
有罪判決などである。
①原則（基本法１０４a条６項１文）
基本法１０４a条６項１文は，義務違反に対して生じる負担分担の際の原
則を定めている。国内上の責任は，超国家あるいは国際法上の義務に違反
する，各領域主体にある７３。それゆえ，基本法３０条，７０条以下，８３条以下
に従い，直接的に効果を有する超国家法あるいは国際法の国内実施に対し
て定められる，国内の管轄権および任務の配分の原則が，連邦と州の間の
責任配分に当てはまることになる。原則的に，義務違反の負担は，義務違
反が生じた分野に対し責任を有する主体（連邦または州）におかれること
になる７４。
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詳細ついては，超国家法あるいは国際法義務違反の際の連邦・州関係に
おける負担分担に関する法律（負担分担法律 LastG）において定められた。
LastG１条は，以下のように規定している。
「（１）立法，行政または司法の分野における超国家法または国際法上の
義務違反により生じるドイツ連邦共和国に対する財政的な効果をもつ履行
義務は，責任を根拠づける義務違反が発生した国内の管轄権および任務の
領域に応じて，すなわち，国内的な管轄権および任務配分に基づき連邦と
州により負担される。
（２）この法律が別段の旨を定めない限り，連邦及び州の両方の国内管轄
権・任務分野において確定される義務違反の際には，連邦と州が義務違反
の発生を引き起こした範囲の割合に応じて責任を負う。」
LastG１条１項は，国家行為のすべての分野，すなわち行政，立法，司
法の分野におけるドイツの義務違反に適用される連邦と州の間の負担分担
に対する原則を定めている７５。ここでは，国内の管轄権・任務の配分の原
則が適用される。同条２項は，国際機関の財政的な負荷を伴う決定が，連
邦および１もしくは複数の州の管轄権分野における義務違反の重なりから
生じる場合，すなわち，義務違反が連邦と州の両方の管轄権の分野におい
て発生している場合，に対する負担規則の原則を定めている７６。
国内における管轄権および任務の分配の原則は，立法，行政のみならず，
司法を含め，すべての機関の違反行為に対し適用される。欧州司法裁判所
は，ケーブラー事件において，司法機関が，それが最終審の裁判所であっ
ても，EC法に違反している場合は，国家責任を負い，私人に対し，損害
を賠償しなければならないと，判決を下した７７。また，欧州人権裁判所に
よって，ドイツに対し，ドイツ法が欧州人権条約に違反すると判決を下さ
れる場合もある。従って，裁判所による違反行為に対する負担分担もあら
かじめ想定されている。LastG４条は，次のように定めている。
「（１）裁判所による義務違反のために有罪判決が下される場合，１条に
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従い，負担分担に関しては，異議が唱えられている判決を下した裁判所が
決定的である。連邦の裁判所が州の裁判所の決定を認容した場合，連邦と
当該州がそれぞれ半分ずつ負担する。
（２）長引く訴訟期間および係属期間故の有罪判決の際には，連邦と州の
両方が訴訟期間の長期化に対する裁判所の責任に応じて負担する。」
このように LastG４条は，ドイツ裁判所による超国家法・国際法の規定
違反に対し，財政的な効果を有する，すなわち罰金等を課す，判決が下さ
れた場合を定めている７８。
②例外（基本法１０４a条６項２文および３文）
原則は，連邦と州が，それぞれの管轄権・任務の範囲に応じて責任を負
うことと定められた（原因誘引者責任負担原則）。他方，連邦と州が連帯
して責任を負う場合が例外として定められた。
基本法１０４a条６項２文および３文は，ECの構造政策の中で，欧州委員
会がとる財政健全化要請（Finanzkorrektur）７９にかかわる。欧州委員会が，
実施しているすべての州における同一的な行政および管理システムの誤り
を根拠にした財政健全化を要請する場合に，複数の州にまたがる財政健全
化要請を行う。欧州委員会は，１あるいは複数の州に関する具体的な確定
に従い，他の州についてのさらなる審査をすることなく，問題となってい
る規定を実施している州のすべてにおいて誤りがあるものと判断する。こ
の場合においては，基本法１０４a条６項２文および３文は，原因誘引者責
任負担原則の例外として連邦が１５％の額を，州が３５％の額を負うという連
帯責任を定めている。原因の責任を引き起こした諸州は，獲得した財源額
に応じて，総責任負担額の５０％を負担することになる。
このことについて，詳細に定めているのが，LastG２条である。同条は，
「（１）共同体融資の支出が共同体の規定と合致しない形で構成国によりな
された故に，共同体融資の支出が排除されることを欧州委員会が決定する
場合に，欧州共同体の財政健全化要請がだされる（誤りのある支出）。
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（２）財政健全化要請に関する決定が，ある１つの州または複数の州に
おいて確定された共同体財源の誤りのある支出が他の州でも同じように発
生したという，欧州委員会の確定を基礎とする場合（複数の州にまたがる
財政健全化要請），負担は，以下のように分担される。
１．健全化額の１５％は，連邦により負担される
２．健全化額の３５％は，州全体により負担される。
３．健全化額の５０％は，ECの機関に対する財政健全化要請の確定手続に
おいて，共同体財源の秩序に則った支出の証明をすることができなかっ
た州により，得た財源額の割合に応じて，負担される。
１文２号により，州全体に割り当てられる部分は，ケーニッヒシュタイ
ナー基準（Königsteiner Schlüssel）に基づき，個々の州に配分される。さ
らなる連邦による負担は排除される。」と定めている８０。
LastG２条１項は，財政健全化要請の概念を説明したものである８１。構
成国が共同体融資の支出を共同体法の規定と合致しない形で行ったことが
欧州委員会により確定されたときに，財政健全化要請がなされる。
また，LastG３条は，財政健全化要請のような，複数の州が同一の違反
で責任を負う特別の場合を定めている。「欧州共同体裁判所が複数の州の
管轄権および任務の分野において同一の違反のために一括金または強制金
の支払を命じる場合，関係する州の負担部分は，ケーニッヒシュタイナー
基準に基づき，定められる。」と。
EC条約２２８条２項に従い，欧州司法裁判所により制裁金がドイツに課
される場合に，負担分担は原則的に LastG１条に則るものとなっている。
他方，欧州司法裁判所による制裁金賦課判決が複数の州における同一の，
共同体法違反行為の故に生じる場合は，関連する州の下での財政負担の分
担に対する特別規定である LastG３条が適用され，負担割合についてはケ
ーニッヒシュタイナー基準８２が用いられる。
さらに，欧州委員会の財政健全化要請に不服がある場合における，不服
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申し立てについても特別規定が定められている。EU事務における連邦と
州の協力に関する法律（EUZBLG）７条４項は，以下のように定めている。
「ECによる複数の州にまたがる財政健全化要請に対する，欧州司法裁
判所において認められている法的手段の行使について，連邦政府は関係す
る諸州と協調を図る。調整がつかない場合，連邦政府は，関係する州の明
示的な求めに対し，法的手段の行使を義務づけられる。この場合法的手段
の行使を求めた諸州が訴訟手続に伴う費用を負担する。」
この規定は，財政健全化要請にかかわる，すなわち，ECの財政援助に
よって優遇を受けた諸州は，認められている法的手段を行使する可能性を
有するべきであるという考え方に基づいている８３。それゆえ，たとえ１つ
の州であっても法的手段の行使を求めるのであれば，連邦政府はそれを義
務づけられる。
（８）基本法１０９条５項の追加
「財政規律の維持に関する ECを設立する条約１０４条に基づく ECの法行
為から生来するドイツ連邦共和国の義務は，連邦と州によって共同で履行
されなければならない。ECの制裁措置につき，連邦と州は，６５対３５の割
合で負担する。州に割り当てられる負荷の３５％を住民の数に応じて，州全
体で連帯して負い，他方，各州は，州に割り当てられる負荷の６５％を原因
を引き起こした程度に応じて負う。詳細は，連邦参議院の同意を必要とす
る連邦法律によって，これを定める。」
新規定は，財政規律の維持に関する欧州安定成長協定から生じるドイツ
の義務違反を前提にして，連邦と州の責任を定めたものである８４。州（市
町村を含む）は，国家セクターの本質的な構成部分であり，実質的に全国
家赤字を招来させている。それゆえ，部分的に連帯責任の考え方が採用さ
れている。
基本法１０９条５項４文は，詳細は，連邦法律により定めるとなっており，
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このため，ECを設立する条約１０４条に従った無利子の保証金と罰金の国
内分配に関する法律（制裁支払分配法律 SZAG）が連邦制改革法律の一つ
として，制定された。基本法１０９条５項は，連邦と州の間の超過赤字に対
する EUへの制裁支払費用の分配を定めており，また，制裁支払分配法律
（SZAG）は，相当した実施細則を定めている８５。
SZAG１条は，次のように定めている。
「この法律は，ECを設立する条約１０４条，２００５年６月２７日の理事会（EC）
規則１０５６／２００５（ABl.EU Nr. L174 S．5）により改正された，１９９７年７月
７日の理事会（EC）規則１４６７／９７（ABl.EU Nr. L209 S.6）に従い，無利
子の保証金並びに罰金（制裁支払）の国内配分を定めている。連邦と州は，
それぞれに割り当てられる制裁支払分を負担する。連邦に対する州の支払
義務は，ECを設立する条約１０４条１１項に従いドイツ連邦共和国への制裁
支払に関する理事会決定の公布と共に発生する。」
この規定は，ドイツの EUに対する支払義務が連邦に向けられ，州の支
払義務が連邦に対して発生することを明らかにしたものである８６。
さらに，SZAG２条１項は，「制裁支払に対する連邦の分担は，６５％，
州の分担は，３５％とする。州の分担のうち３５％は，住民数に応じて州が負
う。州の分担のうち６５％は，全州の財政赤字の総計に対する各州の財政赤
字の割合（原因誘引度合）に応じて，各州が負担することになる…。」と
定めている。SZAG２条２項にいう，住民数は，「１条３項に基づく理事
会決定に先行する年（負担年）の６月３０日までの時点で統計連邦庁が確定
した住民数が決定値となる。」（SZAG３条１項）。
このように基本法１０９条５項およびその実施細則が定められたことによ
り，今後ドイツが安定成長協定に違反し，制裁金を支払わなければならな
い場合に，連邦と州がどのような割合で負担を分担するのかが明確になっ
た。Nierhausおよび Rademacherは，これらの規定は，連邦国家の連帯
に鑑み，正当化されるものであり，すべての国家レベルの財政規律の分野
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においてヨーロッパ法上の義務を考慮したものであるとする８７。対外的に
は，連邦が EUの構成国として，州によって引き起こされていた赤字の責
任を負うことになっている。しかし，今回の改正により，国内的には連邦
も州も責任を負うことが定められ，州にとっても EC法違反が財政的な負
担をもたらすことが明らかになった。このように州が共同で責任を負うこ
とが明確にされたにより，州が財政規律に対しより責任を自覚することに
つながると考えられている８８。
Ⅳ．ヨーロッパ適合性の観点からの連邦制改革に対する評価
においては，EU法に関連する，基本法および関連法律の改正を条文
ごとにみてきたが，ここでは，角度を変え，目標とされていたヨーロッパ
仕様のための，EU法に適合させるための，連邦制改革が十分に行われた
のか否かについて評価を行いたい。
（１）指令の国内法化
Ⅱで述べたように，ドイツ連邦制から生じる指令の国内法化・国内実施
の長期化あるいは不適切な国内法化・国内実施が問題となっていた。その
最も大きな原因となっていた，基本法７５条に定められていた大綱的立法が
廃止された。大綱的立法は，前述したように，原則的に，連邦が枠組を定
め，その後，州が詳細を定めることになっており，制度上，連邦と州の双
方の立法が必要とされ，時間がかかることが必然となっていた。基本法７５
条は，削除され，旧７５条で定められていた規定事項の大半は，競合的立法
のカテゴリーに移行することになった。
それでは，大綱的立法の廃止で，指令の国内法化・国内実施はスムーズ
に行われるようになるのであろうか。
大綱的立法は廃止されたが，州の権限は別の形，逸脱立法権によって，
保障されることになった。旧基本法７５条で定められていた，「１a．大学制
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度の一般的法律関係」，「３．狩猟制度，自然保護および風致の保全」および
「４．土地の分配，地域開発計画および水資源管理」は，改正された基本法
７２条３項に移された。７２条３項では「１．狩猟（狩猟許可証を除く），２．自
然保護および景観保護（自然保護の一般原則，種の保護あるいは海洋保護
法を除く），３．土地の分配，４．地域開発計画，５．水資源管理（成分あるい
は施設に関する規定は除く），６．大学入学許可と大学修了」の分野が列挙
された。これら新たに移された分野においては，州は，制定された連邦法
律から逸脱した立法が可能である。よって，大綱的立法の廃止によって，
指令の国内法化・国内実施の長期化が回避されうると結論づけることはで
きない。また，州に逸脱立法権を認められ，さらに同時に，州法優位の可
能性が認められた結果，今後州によって適用される法律が州間で異なる場
合がでてくる。このことが，国内法と EC法との合致に影響を与えないか
という危惧も生じうる。また，この逸脱立法権規定は，州により厳格な基
準を定める規定を要請するものではなく，州はより緩やかな基準を設定す
ることも可能である。EC法においては，EC法が国内法に優位するとい
う原則が確立されているが，環境分野において EC法から逸脱して，構成
国法の維持と導入を認めて EC条約１７６条がおかれている８９。ただ同条は，
構成国が ECの措置よりもより厳格な保護措置を維持あるいは導入するこ
とのみを認めているのであって，今回ドイツにおいて導入された逸脱立法
権の考え方とは異なっている。
また，指令の国内法化を長引かせていた原因として，連邦参議院の同意
の必要性が挙げられていた。連邦が，州の官庁の組織および行政手続を連
邦法律において定める場合，連邦参議院の同意が必要であったが，基本法
８４条１項の改正により，同意が不要になった。代わりに，州は，連邦が定
めた連邦法律から逸脱する権利を得た。
このように，大綱的立法が廃止され，また，連邦参議院の同意が不要と
される基本法の改正がなされ，一見指令の国内法化・国内実施にかかる時
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間が短縮化されると思われるものの，州が権限や影響力を喪失しないよう
に，州に逸脱権を与えられ，バランスがとられる形になっている。
（２）理事会における州の代表
基本法２３条６項の改正に関する記述のところで述べたように，対外的に
は連邦のみがドイツを代表し，州は国内において連邦と協力関係を強化す
るというようなラジカルな改正にはならなかった。大学教育，文化および
放送の分野にのみ州の代表権を認め，他方，他の分野においても連邦の代
表が州の代表と意見を調整することによって，理事会における交渉をすす
める形になり，連邦と州の権限バランスを考えた改正となった。
（３）制裁金の支払分担
EC条約２２８条２項による罰金の支払，また，安定成長協定違反による
制裁金の支払などを含め，財政的負担をもたらす決定が超国家機関あるい
は国際組織によって下された場合に，連邦と州がどのような原則に基づい
て，どの割合において負担を分担するかが，基本法１０４a条，１０９条５項並
びに関連実施法律によって，明確に定められることになった。よって，懸
案事項となっていた支払分担は連邦制改革によって解決されたと言ってよ
いだろう。
（４）環境分野の権限
統一環境法典の制定を可能にすることが今回の連邦制改革のひとつの目
的となっていた。大綱的立法の廃止により，基本法７５条に定められていた
環境に関する事項は，競合的立法のカテゴリーに移行することになった。
同時にこれまでの競合的立法権限を定める条文にも変更が加えられた。そ
の結果，環境に関する権限が，次のように分散されることになった。①連
邦の専属的立法権限，②州の専属的立法権限，③競合的立法権限であり，
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かつ必須性基準に服すべきもの，④競合的立法権限ではあるが，必須性基
準に服さず，州に逸脱権が付与されていないもの，⑤競合的立法権限では
あるが，必須性基準には服さず，しかし州に逸脱権が付与されているもの
の５種類である９０。
①連邦の専属的立法権限に属すものは，基本法７３条の１４号に定められた
「平和的目的のための核エネルギーの生産および利用，この目的のために
用いられる施設の建設および経営，核エネルギーの放出の際にまたは電離
放射線によって生ずる危険に対する保護，並びに，放射線物質の除去」に
かかわるものである。この基本法７３条の１４号は，もともとは競合的立法権
限を列挙している基本法旧７４条１項の１１号におかれていたものである９１。
今回の改正により，競合的立法権限から連邦の専属的立法権限に変更され
た。
②州の専属的立法権限に属するものは，余暇およびスポーツ施設の騒音
に関する事項である。基本法７４条１項の２４号は，「…騒音の防止（行動か
ら生じる騒音の保護は除く）」と定めている。旧基本法７４条１項の２４号で
は，単に「騒音の防止」となっていた。この変更は，余暇の利用に供する
あるいは社会的な目的をもつ，スポーツ，幼稚園，ユースホステル，遊技
場，劇場，ホテル等の施設から生じる騒音防止に対する立法権限は州の専
属的立法権限になることを意味する。
③競合的立法権限であり，かつ，従来通り必須性基準に服す事項は，主
に「経済の法」である。基本法７４条１項の１１号に定められる「経済の法」
については，閉店時間，飲食店，展示会などが州の専属的立法権限に移さ
れることになった。環境にかかわるエネルギー経済などには変更は加えら
れておらず，競合的立法権限に属する。例えば，この「経済の法」と題さ
れる権限の下で地球温暖化に対する措置がとられる。
この第３のカテゴリーに属する分野は，従来通り，基本法７２条２項に定
められた必須性基準「連邦領域での均一な生活関係をつくり出し，または，
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国家全体の利益のための法的もしくは経済的統一を維持するために，連邦
法律による規律を必要とする」ときのみ，連邦が立法権限を行使できる。
④競合的立法権限ではあるが，必須性基準に服さず，州に逸脱権が付与
されていないものに属する分野は，基本法７４条１項の２４号「廃棄物産業，
大気清浄維持，騒音防止」と基本法７２条３項で除外された分野「狩猟許可
証」，「自然保護の一般原則」，「種の保護法」，「海洋保護法」，並びに，「水
資源管理の中で成分あるいは施設に関する規定」である。
廃棄物産業（Abfallwirtschaft）は，以前は旧基本法７４条１項の２４号にお
いて廃棄物の除去（Abfallbeseitigung）と定められていたものが，変更さ
れたものである。この変更は，単に廃棄物の除去のみならず，廃棄物と関
連のある活動や措置，特に廃棄物減量や廃棄物利用も含むより広い範囲が
この競合的立法権限カテゴリーに入ることを明らかにしたものである９２。
さらに，廃棄物産業については，連邦議会の改正草案では，③のカテゴリ
ーに入れられていたが，最終的に，このカテゴリーに入れられることにな
った９３。他方，大気清浄維持，騒音防止は，連邦議会の改正草案でもこの
カテゴリーに入ることが提案されており，そのままの形で改正条文となっ
た９４。
州に逸脱立法権を与える分野の例外として挙げられている分野の中で，
特に「自然保護の一般原則」は，前述したように，自然保護に対する権限
が，より一般的な形で連邦レベルで拘束力をもつ，自然保護に対する原則
の確定を連邦に可能にするものである。
「種の保護法」や「水資源管理の中で成分あるいは施設に関する規定」
に関し，州の逸脱立法権が除外されているのは，これまで EU法，特に，
野生動物種の保護に関する指令や資源管理に関する指令において，ドイツ
が国内法化・国内実施に問題を抱えていたということもあり，今回より
EU環境法に適合しやすい形をつくるためであったと考えられる。立法理
由書には特別の言及はないが，「海洋保護法」については，EUが海洋生
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物保護について排他的立法権限を有しているからという理由が考えられる。
⑤競合的立法権限ではあるが，必須性基準には服さず，しかし州に逸脱
権が付与されているものに属するのが，以前は大綱的立法の分野であり，
今回の改正によって，競合的立法権限の分野に移行した事項である。すな
わち，主に自然保護および景観保護，並びに，成分あるいは施設に関する
規定を除いた水資源管理の事項である。
今回の基本法改正では，このように環境に関する権限が分散することと
なった。では，このように環境に関する権限が分散することになってしま
ったが，統一的環境法典の制定は可能なのであろうか。
改正されたドイツ基本法１２５b条３項は，７２条３項１文２号「自然保護
および景観保護」，５号「水資源管理」については，連邦が立法権を行使
した場合，州の逸脱立法権は，２０１０年１月１日から認められると定めてい
る。すなわち，２００９年１２月末までは，州の逸脱立法権は排除されることに
なっている。このことから，統一的な環境法典の制定は，かろうじて２００９
年末までに採択されれば可能と捉えられる９５。もっとも統一的な環境法典
の実現は困難であるという辛口の判断もある９６。
さらに，環境行政手続法については，それが基本法８４条１項３文におけ
る例外を形成するという合意が存在すると前述した立法理由書で説明され
ていたため，州の逸脱立法権を認めずに，環境行政手続法を立法すること
ができると解される。よって，この合意が有効なものである限り，今回の
基本法改正によって，統一的な環境行政手続法の制定は可能であると捉え
られる。
それでは，環境分野に関して基本法改正は十分なものだったのだろうか。
大綱的立法権限が廃止され，環境に関する事項は競合的立法権限に移さ
れ，連邦が枠組のみではなく，詳細なところまで連邦法律で制定すること
ができるようになった。また，自然保護の一般原則など，上述した③のカ
テゴリーに入る事項は，必須性基準にも服さず，また，州の逸脱立法権も
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排除されており，連邦が立法を制定しやすくなっている。この意味で，EU
環境指令を国内法化・国内実施することがこれまでよりも容易になると理
解してよいであろう。
しかし，基本法に対する改正要請がすべて取り入れられたわけではなか
った。例えば，連邦議会における緑の党を中心とした複数の議員９７並びに
FDPを中心とした複数の議員９８がそれぞれ環境法に関し連邦制改革に対す
る要請書を提出した。両者の文言には若干の相違があるが，内容としては
共通点が多い。第１に，基本法の中で「環境」と題される独自の権限を定
めるべきこと，第２に，これまで考慮されてこなかった化学物質の安全性，
放射線保護，気候保護，再生可能なエネルギーおよび土地の保護について
それぞれ個別の権限が付与されるべきこと，第３に，州に逸脱立法権を付
与しないこと，第４に，さまざまな対象にまたがる（medienübergreifend）
環境基準を確定するための連邦の立法権限を設定すること，第５に，効果
的で，ヨーロッパに適合的でかつ経済にやさしい環境法のために州が逸脱
立法の可能性を放棄することが挙げられた。
しかし，今回の基本法改正では，「環境の法（Recht der Umwelt）」とい
うタイトルの立法権限が連邦に付与されなかった。また，化学物質，気候
変動や再生可能なエネルギーなど，これまで考慮されてこなかった新しい
分野でかつ今後必要性が増すと考えられる分野について個別の権限が認め
られず，基本法７４条１項の１１号に定められる「経済の法（das Recht der
Wirtschaft」の権限の下で取り扱われることになる９９。
それでは，５つ目の要請点，すなわち，EU環境法に適合するものにな
っているだろうか。
EC条約においては，「環境」と題される独立した編が設けられ，EC条
約１７５条において，EC条約１７４条に定める目的を達成するための措置をと
る包括的な権限が付与されている。また，EUでは，欧州議会と理事会に
よる第６次環境行動計画決定が２００２年７月２２日に採択された１００。そこでは，
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気候変動（京都議定書など），自然と生物多様性（Natura２０００ネット
ワークの構築，EU森林戦略など），環境と健康と生活の質（REACH規
則など），自然資源の持続的利用と廃棄物の管理（統合的製品政策（IPP），
EU廃棄物管理戦略など）という４つの事項が優先事項として列挙されて
いる（環境行動計画決定１条，５条～８条）。さらに，EC条約６条にお
いては，「環境保護という要件が，３条に規定される共同体政策と活動の
定義と履行の中に取り入れられなければならない」という統合原則が定め
られている。
今回の連邦制の改革では，確かに野生動物種の保護，水質の改善といっ
たこれまでに EC指令の国内法化・国内実施で問題を抱えていた個別的環
境分野における EC法の措置には対処しやすくなるだろう。しかし，今後，
EUの環境政策は，気候変動，化学物質規制，再生エネルギーの活用など
新たな分野に広がっていく。また，あらゆる分野を統合した視野から措置
を策定する方向に進んでいくと考えられる１０１。統合した視野からの環境保
護とは，単に大気，水，土地という個々の環境対象（Umweltmedien）を保
護するのではなく，さまざまな分野にまたがる（medienübergreifend）総環
境（Umwelt insgesamt）を意味するが，現在，これを考慮すべき段階に来
ている１０２。さらに，環境分野の措置においてのみならず，EC条約６条に
見られるようにあらゆる政策において横断的に環境保護が考慮されるべき
である。
よって，環境法に関して言うと，今回の改正では，不十分であり，今後
さらなる，基本法の改正が必要になると考えられる。
Ⅴ．結語
これまでの基本法改正において EU法が関わっている場合が存在する。
例えば，１９９２年に署名された欧州連合（EU）条約（別名マーストリヒト条
約）がある。同条約により，EUという概念が新たに用いられた。さらに，
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欧州連合市民権が導入され，欧州連合市民に欧州議会と EU諸国の地方選
挙における選挙権・被選挙権が与えられた。同時に，EU条約により，EEC
条約が改正され（EC条約と名称が変更され），経済以外にも文化，公衆
衛生，消費者保護など，幅広い分野において ECが活動できるようになっ
た。EU条約を批准するために，当時の EC（現 EU）の構成諸国では，憲
法改正が行われた。ドイツにおいても，１９９２年１２月２１日の第３８回改正法律
によって，EU条約にあわせるべく，EUのための諸原則および EU事項
への連邦参議院を通じた州の関与権などを定めたドイツ基本法２３条，欧州
連合市民に地方選挙の選挙権・被選挙権を付与する基本法２８条１項３文な
どが改正された。
中村民雄は，イギリスの１９７２年 EC加盟法３条２項，１９９２年の第３８回改
正法律により改正されたドイツ基本法２３条１項において EC・EU法秩序
への連結が見てとれることを例として示しつつ，EU法と各国国内法と法
秩序間に連結が見られ，法秩序が多元的に重複並存することを指摘してい
る１０３。それでは，今回の基本法改正と EU法秩序の関係はどのように捉え
られるだろうか。
今回の基本法改正では，連邦と州の権限の効果的な再配分に主目的がお
かれ，その中で指令の国内法化・国内実施を迅速に行うための改正がおか
れ，ヨーロッパ法に適合させるということに重点の一つがおかれた。さら
に，今回の基本法およびその関連法律の改正は，それのみならず，前述し
たように，条約違反を定める EC条約２２８条に則った罰金支払，あるいは，
EC条約１０４条による財政安定成長協定違反の際の罰金支払，また，欧州
委員会による財政健全化要請の際の責任分担，加えて，欧州司法裁判所の
ケーブラー事件を受け，国内裁判所が EC法違反を犯した場合の責任の分
担など，EUの構成国としてのドイツが，EC法違反を起こした場合を想
定して，定められている。これらは，EU法と国内法秩序における連結，
特に国内法秩序における EU法の組み込みが今回の基本法改正において顕
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著であることを表している。
前述した１９９２年の EU条約（マーストリヒト条約）による EC条約の改
正では，ドイツの州の主張によって，補完性原則や地域評議会が EC法制
度の中に導入された１０４。また，２００４年１０月に署名された欧州憲法条約条文
において，特に EUと構成国間の権限配分の明確化・体系化に関する条文
においては，ドイツ基本法に定められる権限カタログが参照されていた１０５。
このように EU法と国内法であるドイツ法は，相互に影響を与えつつ，連
結を深めていっている。１９５２年に ECSCが設立した当時，連邦は，法律
により，高権（Hoheitsrechte）を国際機関に移譲することができるとのみ，
ドイツ基本法は定めていた（基本法２４条１項）。しかし，今回の基本法改
正の目的の一つは，ヨーロッパ適合能力を高めるためという，まさに，EU
の方に顔を向けた改正であった。欧州統合の行き着く先は定かではないが，
ドイツ法における EU法の組み込みは，今後も不可逆的に進んでいくよう
に考えられる。
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